
 

 

 

  令和８年３月に文部科学省から、「コミュニティ・スク 

－ルと地域学校協働活動の一体的推進」に関わる手引き・ 

ガイドラインが出されました。 

 また、令和５年に閣議決定された教育振興基本計画では、 

一人一人の豊かで幸せな人生と社会の持続的な発展を実現 

するために、学校と社会教育が連携して、子供たちの学び 

の場を学校から地域社会に広げていくこと、社会教育によ 

る「学び」を通して人々の「つながり」や「かかわり」を 

作り出し、協力し合える関係としての土壌を耕して、持続 

的な地域コミュニティの基盤を形成することなどが求めら 

れています。 

 

コミュニティ・スクール（学校運営協議会） 

 学校・家庭・地域の連携・協働を進めるために、保護者 

や地域住民等が、学校の責任や目指すべき目標を共有し、 

十分な「熟議」を通して法定の合議体として、その意見や承認により、校長の決断や取組を

後押しし、自立的な学校運営を支える大きな後ろ盾となるものです。 

地域学校協働活動 

 地域と学校がパートナーとして連携・協働して行う学校内外の様々な活動を通して、未来

を担う子供たち一人一人が幸福や生きがいを感じられる学びを、保護者や地域住民等ととも

につくっていくものであるとともに、その成果を通じて地域で人と人とのつながりをつくり

出すものになります。 

 これらの活動により、いじめ 

や不登校の課題への対応、学校 

における働き方改革の推進など、 

学校が抱える多様な課題に対応 

することが可能となるだけでな 

く、地域防災や地方創生など地 

域の課題にも対応する、課題解 

決のためのプラットフォームと 

して活用することも可能となり 

ます。 

 
 千葉県では、昨年度全ての県立学校 

が学校運営協議会を設置し、コミュニティ・スクールとなりました。また、公立小中学校も今年度末には約１００

校増え、６８％がコミュニティ・スクールとなる予定です。（南房総管内は令和 8年 5月現在５７％） 

【設置については…地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４７条の５で努力義務化】 

 しかし、導入しても、十分に機能しなければ、設置する意味がありません。次ページでは、「地域

とともにある学校づくり」チェックシートを掲載しています。コミュニティ・スクール設置の有無にか

かわらず、学校で確認していただき、教育活動の充実につなげていただければと思います。 
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